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診 調 組 入 － １

２ ５ ． ３ ． ２ １

入院医療等の調査・評価分科会における入院医療等の調査・評価分科会における
平成25年度調査項目（案）

平成25年３月21日平成25年３月21日
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調査項目
【基本的な考え方（平成24年６月27日中医協総会に提示）】
施設基準を新設するなど検証の効果が明らかになるまで一定程度の期間が必要である項目については、
平成25年度調査として実施することとし、それ以外の項目について平成24年度調査として実施する。ただし、
平成24年度調査についても 改定による効果がより明らかになるように 出来る限り年度後半での調査を

【平成24年度】

平成24年度調査についても、改定による効果がより明らかになるように、出来る限り年度後半での調査を
実施する。

（１）病院機能に合わせた効率的な入院医療の推進
① 一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料等の見直しについての影響（その１）
② 慢性期入院医療の適切な評価の見直し
③ 特殊疾患病棟や障害者施設等から療養病棟に転換した場合に対する経過措置の③ 特殊疾患病棟や障害者施設等から療養病棟に転換した場合に対する経過措置の
実態 等

（２）医療機関における褥瘡の発生等の状況の検討
（３）診療報酬点数表における簡素化の検討
（４）医療提供体制が十分ではなく医療機関の機能分化を進めることが困難な地域に配慮した
評価の検討

【平成25年度】
（１）病院機能に合わせた効率的な入院医療の推進
① 一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料等の見直しについての影響（その２）
② 般病棟における 対 入院基本料の算定要件の見直しに係る経過措置の実態② 一般病棟における７対１入院基本料の算定要件の見直しに係る経過措置の実態

（２）入院医療や外来診療の機能分化の推進や適正化に向けた検討
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平成 年度調査項目平成25年度調査項目
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平成 年度調査項目平成25年度調査項目

（１）病院機能に合わせた効率的な入院医療の推進

① 般病棟 院基 急性 院 管 等 直① 一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料等の見直しについての

影響（その２）

② 一般病棟における７対１入院基本料の算定要件の見直しに係る経過措置の実態② 般病棟 おける 対 入院 本料 算定要件 見直 係る経過措置 実態

（２）入院医療や外来診療の機能分化の推進や適正化に向けた検討
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※ 平成24年度調査結果において不足しているものを補足的に調査を行うこともあり得る。



（１）病院機能に合わせた効率的な入院医療の推進

【附帯意見８】

機
① 一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料等の見直しについての影響（その２）

【附帯意見８】

病院機能に合わせた効率的な入院医療を図るため、一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料等の
見直しについての影響を調査・検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改定に反映させること。特に、
一般病棟入院基本料（13対１、15対１）算定病棟における特定除外制度の見直しについても、平均在院日数

の変化等の影響を調査 検証をする と さらに 般病棟（ 対 対 を含む） 療養病棟 障害者病棟の変化等の影響を調査・検証をすること。さらに、一般病棟（７対１、１０対１を含む）、療養病棟、障害者病棟
等における長期入院の詳細かつ横断的な実態の調査も含め、慢性期入院医療の適切な評価の見直しにつ
いて引き続き検討を行うこと。

【関係する改定内容】（再掲）
一般病棟入院基本料（13対１，15対１）における特定除外制度を廃止し、90日を超えた場合
（１）平均在院日数の計算対象とした上で、出来高の算定とするか、
（２）療養病棟入院基本料１と同じ評価とし 平均在院日数の対象外とした（２）療養病棟入院基本料１と同じ評価とし、平均在院日数の対象外とした。

【調査内容案】
一般病棟入院基本料（13対１ 15対１）算定病棟における特定除外制度廃止の影響調査般病棟入院基本料（13対１，15対１）算定病棟における特定除外制度廃止の影響調査
調査対象：一般病棟入院基本料（13対１，15対１）を届出している医療機関
調査内容：入院期間が90日を超える患者（特定除外に該当していた患者を含む）の患者像、患者の割

合や退院支援の実施状況等の動向
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（１）病院機能に合わせた効率的な入院医療の推進（１）病院機能に合わせた効率的な入院医療の推進
②一般病棟における７対１入院基本料の算定要件の見直しに係る経過措置の実態

【附帯意見９】
以下の経過措置については、現場の実態を踏まえた検討を行い、必要な措置を講ずること。
一般病棟における７対１入院基本料の算定要件の見直しに係る経過措置。般病棟における７対１入院基本料の算定要件の見直しに係る経過措置。
特殊疾患病棟や障害者施設等から療養病棟に転換した場合に対する経過措置

【関係する改定内容】【関係す 改定 容】
一般病棟における７対１入院基本料の算定要件（平均在院日数、重症度・看護必要度）の見直し
（平成26年３月31日まで経過措置）

【調査内容案】
一般病棟入院基本料（７対１）に関する経過措置に係る調査
調査対象：平成24年３月31日まで一般病棟入院基本料（７対１）を届出していた医療機関のうち、現時

点で経過措置により７対１を届出している医療機関点で経過措置により７対１を届出している医療機関
調査内容：経過措置の算定状況、経過措置の理由等
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（２）入院医療や外来診療の機能分化の推進や
適正化に向けた検討

【附帯意見12】

平均在院日数の減少や長期入院の是正など 入院医療や外来診療の機能分化の推進や適正化について

適正化に向けた検討

平均在院日数の減少や長期入院の是正など、入院医療や外来診療の機能分化の推進や適正化について
引き続き検討を行うこと。

【関係する改定内容】
①金曜日入院 月曜日退院の割合の合計が高い医療機関について 土曜日 日曜日に算定された 部の①金曜日入院、月曜日退院の割合の合計が高い医療機関について、土曜日、日曜日に算定された一部の
入院基本料の評価の見直し
②正午までに退院した患者の割合が高い医療機関について退院日に算定された一部の入院基本料の評
価の見直し価 見直し
③紹介率・逆紹介率の低い特定機能病院及び500床以上の地域医療支援病院を紹介なしに受診した患者
等に係る初・再診料の適正な評価（選定療養の併用）（平成25年４月１日から導入）

【調査内容案】【調査内容案】
①土曜日・日曜日の入院基本料や退院日の入院基本料の見直しに係る影響調査
調査対象：一般病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料及び専門病院入院基本料を届出している

医療機関機
調査内容：曜日別の入退院する者の割合

正午までに退院する患者の割合
土曜・日曜日や退院日等に行っている医療処置等

②外来の機能分化に関する調査②外来の機能分化に関する調査
調査対象：特定機能病院及び500床以上の地域医療支援病院等
調査内容：算定状況、紹介率・逆紹介率の変化等
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個別調査項目について
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個別調査項目個別調査項目
（一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料等の見直しについての影響（その２））

一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料等の見直しについての影響（その２）に係る主な調査項目

（１）基本情報

①開設者

②併設事業・事務所

施
設
調
査

③診療報酬に係る届出状況（一般病棟入院基本料（13対１、15対１）、療養病棟入院基本料１等）
（平成24年10月以前と調査時点での届出内容の比較）

④平均在院日数の変化（平成24年10月以前と調査時点との比較）

⑤入院期間が 日を超える患者 割合 変化（平成 年 月以前と調査時点と 比較）査 ⑤入院期間が90日を超える患者の割合の変化（平成24年10月以前と調査時点との比較）

（２）平成24年10月以前に入院していた長期療養患者の行き先

①退院・転院等の有無・行き先

（３）診療方針・患者像等の変化 等
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個別調査項目個別調査項目
（一般病棟入院基本料（７対１）に関する経過措置に係る調査）

一般病棟入院基本料（７対１）に関する経過措置に係る主な調査項目

（１）基本情報（１）基本情報

①開設者

②併設事業・事務所

③調査時点での診療報酬に係る届出状況（一般病棟入院基本料（経過措置７対１、７対１）等）

施
設
調
査

③調査時点での診療報酬に係る届出状況（ 般病棟入院基本料（経過措置 対 、 対 ）等）

④平均在院日数の変化（平成24年３月末と調査時点との比較）

⑤重症度・看護必要度（要件割合）の変化（平成24年３月末と調査時点との比較）

（２）経過措置７対１を届出ている保険医療機関の平成26年４月以降の意向（２）経過措置７対１を届出ている保険医療機関の平成26年４月以降の意向

①平成26年４月以降の入院基本料の届出の意向（７対１、10対１）

②７対１を届出ない理由

③診療方針 患者像等の変化 等③診療方針・患者像等の変化 等
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個別調査項目個別調査項目
（入院医療や外来医療の機能分化の推進や適正化に向けた検討）

入院医療や外来医療の機能分化の推進や適正化に向けた検討に係る主な調査項目

（１）基本情報（１）基本情報

①開設者

②併設事業・事務所

③診療報酬に係る届出状況

施
設
調

③診療報酬に係る届出状況

④正午までに退院する患者の割合の変化（平成24年10月以前と調査時点との比較）

⑤特定の日に入院または退院する患者の割合の変化（平成24年10月以前と調査時点との比較）

⑥正午までの患者の退院による減算の有無調
査

⑥正午までの患者の退院による減算の有無

⑦入院日及び退院日が特定の日に集中したことによる減算の有無

⑧減算されないようにしている医療機関の対応内容（平成24年10月以前からの変化）

（２）特定機能病院及び500床以上の地域支援病院等の状況（２）特定機能病院及び500床以上の地域支援病院等の状況

①紹介率・逆紹介率の変化

②紹介先、逆紹介先との関係（特別の関係等） 等
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入院医療等に係る調査（平成25年度）スケジュール（案）

平成25年度
（改）診調組 入－１（抄）

２ ４ ． ８ ． １

（改）中医協 総－○

２ ４ ． ８ ． ２ ２

個別調査項目案作成
＜入院医療等の調査・評価分科会＞
平成25年度個別調査項目案を作成
→ 個別調査項目案について、入院医療等の調査・評価分科会委員
より意見を求め 必要な修正を行う

３月21日

調査票の決定

より意見を求め、必要な修正を行う
＜中医協総会＞平成25年度個別調査項目案を報告・了承

月

平成25年度調査実施

6月～

＜調査実施＞

＜入院医療等の調査 評価分科会＞

9月～

集計集計

調査結果報告

＜入院医療等の調査・評価分科会＞
平成24年度・平成25年度調査結果に基づく評価のとりまとめ
＜中医協総会＞
入院医療等の調査・評価分科会の最終報告・了承

※平成25年度は調査の実施とともに 平成24年度調査結果をふまえた評価のための議論も併せて開始する
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※平成25年度は調査の実施とともに、平成24年度調査結果をふまえた評価のための議論も併せて開始する。

HHCGT
スタンプ



中医協 総－１(抜粋)

２ ４ ． ３ ． ２ ８

診調組 入－１(参考)

２ ５ ． ３ ． ２ １

関連する平成24年診療報酬改定項目

（１）病院機能に合わせた効率的な入院医療の推進

① 般病棟 院基 急性 院 管 等 直① 一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料等の見直しについての

影響（その２）

② 一般病棟における７対１入院基本料の算定要件の見直しに係る経過措置の実態② 般病棟 おける 対 入院 本料 算定要件 見直 係る経過措置 実態

（２）入院医療や外来診療の機能分化の推進や適正化に向けた検討

1

慢性期入院医療の適切な評価①

 一般病棟（13対１ 15対１病棟に限る）における長期療養患者の評価体

一般病棟における長期療養患者の評価の適正化

 般病棟（13対１、15対１病棟に限る）における長期療養患者の評価体

系（特定除外制度）の見直しを行い、より適切な医療機関の機能分化

を推進する。を推進する。

90日を超えて入院する患者を対象として、

①引き続き一般病棟13対１または15対１入院基本料（出来高）の算定

を可能とするが、平均在院日数の計算対象とする。

②療養病棟入院基本料１と同じ評価（医療区分・ADL区分を用いた包

括評価）とし、平均在院日数の計算対象外する。

①、②の取扱いについて、病棟単位で、医療機関が選択することとし、当

該取り扱いは 平成２４年１０月１日からの施行とする該取り扱いは、平成２４年１０月１日からの施行とする。

なお、②の場合には、地方厚生（支）局に届出を行うこと。
2



パターン①

○ 90日を超えて入院する患者を対象として、出来高算定を可能とするが、平均在院
日数の計算対象とする。

点

平均在院日数の
計算対象

平均在院日数の
計算対象

13対１病棟

点
数

検査等の出来高部分検査等の出来高部分
13対１病棟

15対１病棟

＜出来高＞

一般病棟入院基本料

＜出来高＞

一般病棟入院基本料

入院期間90日

＜出来高＞ ＜出来高＞

期
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パターン②

○ 90日を超えて入院する患者を対象として、療養病棟入院基本料１と同じ評価
（医療区分及びADL区分を用いた包括評価）を導入し、平均在院日数の計算
対象外とする。対象外とする。

平均在院日数の 平均在院日数の

点
数

計算対象 計算対象外

13対１病棟

数

医療区分及びADL区分
を用いた包括評価出来高部分

15対１病棟

医療区分２

医療区分３

＜出来高＞

一般病棟入院基本料 医療区分１

医療区分

※実際は、ADL区分を含めた
３×３の９区分での評価

療養病棟入院基本料１

入院期間90日

＜出来高＞ ３×３の９区分での評価
＜包括＞

4



７対１入院基本料の適正化等について
算定要件の見直し

 患者像に即した適切な評価や病床の機能分化を一層推進する観点から、一般病棟

における７対1入院基本料の算定要件の見直しを行う。

算定要件の見直し

における 対 入院基本料の算定要件の見直しを行う。

般病棟入院基本料 日以内般病棟入院基本料 日以内

７対１入院基本料
【現行】 【改定後】平均在院日数

一般病棟入院基本料 １８日以内

特定機能病院入院基本料 ２６日以内

専門病院入院基本料 ２８日以内

一般病棟入院基本料 １９日以内

特定機能病院入院基本料 ２８日以内

専門病院入院基本料 ３０日以内 専門病院入院基本料 ２８日以内専門病院入院基本料 ３０日以内

一般病棟入院基本料※２ １割５分以上一般病棟入院基本料 １割以上

【現行】 【改定後】看護必要度要件

般病棟入院基本料 １割５分以上

特定機能病院入院基本料※３ １割５分以上

専門病院入院基本料※４ １割５分以上

般病棟入院基本料 １割以上

特定機能病院入院基本料※１ 評価のみ

専門病院入院基本料 １割以上
※１ 一般病棟及び結核病棟に限る ※２ 結核病棟は従前と同様の１割以上

※３ 一般病棟に限る（結核病棟は測定・評価のみ）
※４ 悪性腫瘍患者を当該病院の一般病棟に７割以上入院

させている場合は従前と同様の１割以上
[経過措置][経過措置]
平成24年３月31日において７対１入院基本料を算定している病棟であって、平成24年４月１日以降において改定後の７対1入
院料の算定基準は満たさないが、改定後の10対１入院基本料の基準を満たしている病棟に限り、平成26年３月31日までの間、
改定後の７対１入院基本料を算定できる。（ただし、25対１急性期看護補助体制加算は算定できない） 5

効率化の余地のある入院についての適正な評価①

土曜日 日曜日の入院基本料について

 金曜日入院、月曜日退院の者の平均在院日数が他の曜日の者と比べ長いことを勘
案し 金曜日入院 月曜日退院の割合の合計が高い医療機関について 土曜日 日曜

土曜日・日曜日の入院基本料について

案し、金曜日入院、月曜日退院の割合の合計が高い医療機関について、土曜日、日曜
日に算定された一部の入院基本料を８％減額する。

[対象医療機関] （①と②両方を満たす医療機関）[対象医療機関]  （①と②両方を満たす医療機関）

① 一般病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料及び専門病院入院基本料を算定する医療機関。

② 入院全体のうち金曜日に入院する者の割合(A割)と、退院全体のうち月曜日に退院する者の割合(B割)の
合計（Ａ＋Ｂ）が６か月連続して ４割を超える医療機関合計（Ａ＋Ｂ）が６か月連続して、４割を超える医療機関。

[減額の対象となる入院基本料] 

① 一般病棟入院基本料（特別入院基本料等を含む）、特定機能病院入院基本料及び専門病院入院基本料
のうち 金曜日に入院した者の入院直後の土曜日 日曜日及び月曜日に退院した者の退院直前の土曜日のうち、金曜日に入院した者の入院直後の土曜日、日曜日及び月曜日に退院した者の退院直前の土曜日、
日曜日に算定されたもの。

金 土 日

3 4 5入院
対象日

土 日 月

18 19 20 退院

② 対象日に手術や1,000 点以上の処置を伴わない場合に限る。

[経過措置]

3 4 5入院 18 19 20 退院

[経過措置] 

上記の取り扱いについては、平成 24 年 10 月１日から施行する。

6



効率化の余地のある入院についての適正な評価②

退院日の入院基本料について

 正午までに退院した患者の割合が９割を超える医療機関について、30 日以上入院し

ている患者で、退院日に手術や高度な処置等の伴わない場合には、退院日に算定され

退院日の入院基本料について

ている患者で、退院日に手術や高度な処置等の伴わない場合には、退院日に算定され

た一部の入院基本料を８％減額する。

[対象医療機関] （①と②両方を満たす医療機関）[対象医療機関]  （①と②両方を満たす医療機関）

① 一般病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料及び専門病院入院基本料を算定する医療機関。

② 退院患者全体のうち正午までに退院する患者の割合が ６か月連続して、９割を超える医療機関。

[対象とする入院基本料] （①と②と③のすべてを満たす場合）

① 一般病棟入院基本料（特別入院基本料等を含む）、特定機能病院入院基本料及び専門病院入院基本料
のうち、30日以上入院している患者で退院日に算定されたもの 。

1 2 3
入院 ・・・・・ 29 30 31

退院
対象日

② 入院中に退院調整加算、新生児特定集中治療室退院調整加算が算定されていない場合。

③ 対象日に手術や1,000 点以上の処置を伴わない場合。

[経過措置] 

上記の取り扱いについては、平成 24 年 10 月１日から施行する。

7

救急外来や外来診療の機能分化の推進

特定機能病院等における初 再診料等の評価の見直し
 紹介率や逆紹介率の低い特定機能病院等を紹介なしに受診した患者等に係る初・再診料を
適正な評価とするとともに 保険外併用療養費（選定療養）の枠組みの活用を推進し 病院及

特定機能病院等における初・再診料等の評価の見直し

適正な評価とするとともに、保険外併用療養費（選定療養）の枠組みの活用を推進し、病院及
び診療所における外来機能の分化及び病院勤務医の負担軽減を図る。

（新） 初診料 ２００点（紹介のない場合）

（新） 外来診療料 ５２点（新） 外来診療料 ５２点
（他医療機関へ紹介したにもかかわらず、当該病院を受診した場合）
※ 保険外併用療養費（選定療養）を利用可能

[算定要件]
①前年度の紹介率が40％未満かつ逆紹介率が30％未満の特定機能病院及び500床以上の地域医療支援病院
(経過措置)当該初診料・外来診療料の評価を導入するのは、平成25年4月1日とする。

なお ①の場合には 毎年10月１日に地方厚生（支）局に報告を行うことなお、①の場合には、毎年10月１日に地方厚生（支）局に報告を行うこと。

紹介率＝ 逆紹介率＝

※初診の患者数等の定義については 医療法における業務報告と同様※初診の患者数等の定義については、医療法における業務報告と同様

8
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医療・介護機能の再編（将来像）

患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連携強化を
通じて より効果的・効率的な医療・介護サービス提供体制を構築します通じて、より効果的・効率的な医療・介護サービス提供体制を構築します。
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平成２４年度診療報酬改定の基本方針のポイント

チーム医療の促進、救急外来や外来診療の機能分化の推進 等

在宅医療を担う医療機関の役割分担や連携の推進、看取りに至るまでの医療の充実、在宅歯科、在宅薬剤管理の充実、、
訪問看護の充実 等

がん医療の充実、認知症対策の促進 等

退院支援の充実等の患者に対する相談支援体制の充実に対する適切な評価 等

急性期、亜急性期等の病院機能にあわせた効率的な入院医療の評価 、慢性期入院医療の適正な評価 等

後発医薬品の使用促進策 等

2025

急性期、亜急性期、慢性期等の病院・病床機能の分化、強化
地域に密着した病床における入院医療等の一体的な対応、
外来診療の役割分担、在宅医療の充実 7
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Ⅲ
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中 医 協 診 － ５
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医療・介護機能の再編（将来像）

患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連携強化を
通じて より効果的・効率的な医療・介護サービス提供体制を構築します通じて、より効果的・効率的な医療・介護サービス提供体制を構築します。
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注：1)「一般病床」は、平成13～15年は「一般病床」及び「経過的旧その他の病床（経過的旧療養型病床群を除く。）」である。
2)「療養病床」は 平成13～15年は「療養病床」及び「経過的旧療養型病床群」である2)「療養病床」は、平成13 15年は「療養病床」及び「経過的旧療養型病床群」である。
3) 東日本大震災の影響により、平成23年３月分の報告において、病院の合計11施設（岩手県気仙医療圏１施設、岩手県宮古医療圏１施設、
宮城県石巻医療圏２施設、宮城県気仙沼医療圏２施設、福島県相双医療圏５施設）は、報告のあった患者数のみ集計した。
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Number of days to walking 50 m unassisted in VEM and SC groups, adjusted for age, sex, stroke 
severity (NIHSS), premorbid mRS, and diabetes (N=71).
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入院医療等の調査・評価分科会  

今後の検討内容とスケジュール（案） 

時期 入院医療等の調査・評価分科会 中医協総会 

３月13日 ・「入院医療（その１）」について議論 

３月21日 ・平成 25 年度個別調査項目（案） 

・平成 24 年度調査結果（速報） 

  

４月～ 

 

 

 

 

 

・一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料

の見直しについての影響（その１） 

・慢性期入院医療の適切な評価の見直し 

・特殊疾患病棟や障害者施設等から療養病棟に 

転換した場合に対する経過措置の実態 

・医療機関における褥瘡の発生等の状況の検討 

・診療報酬点数表における簡素化の検討 

・医療情報提供体制が十分ではなく医療機関の 

機能分化を進めることが困難な地域に配慮し

た評価の検討 

・平成 25 年度個別調査項目案報告・了承

 

 

 

・入院医療等の調査・評価分科会検討状況

報告 

９月～ ・平成 25 年度調査結果（速報）   

 ・一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料

の見直しについての影響（その２） 

・入院医療や外来診療の機能分化の推進や適正化

に向けた検討 

・一般病棟における７対１入院基本料の算定要件

の見直しに係る経過措置の実態 

 

 ・平成 24・25 年度分科会評価とりまとめ ・平成 24・25 年度分科会評価とりまとめ

報告・了承 

     
 

診 調 組  入 － ３

２ ５ ． ３ ． ２ １



対応部会・分科会

1 ・基本問題小委員会

2 ・検証部会

3 ・検証部会

薬剤師の病棟業務（療養病棟又は精神病棟における
業務を含む。）

・検証部会

歯科医師等による周術期等の口腔機能の管理 ・検証部会

糖尿病透析予防指導による生活習慣病対策の推進・
普及の実態

・検証部会

4
次に掲げるチーム医療に関する評
価について、調査・検証を行うこ
と。

答申書（H24.2.10)附帯意見にかかる検討、検証の実施部会・分科会

初再診料及び入院基本料等の基本診療料については、コスト調査分科会報告書等も踏ま
え、その在り方について検討を行うこと。なお、歯科は単科で多くは小規模であること等を
踏まえ、基本診療料の在り方について別途検討を行うこと。その上で、財政影響も含め、
平成24年度診療報酬改定における見直しの影響を調査・検証し、その結果を今後の診療
報酬改定に反映させること。また、医療経済実態調査のさらなる充実・改良等により、医療
機関等の協力を得つつ経営データをより広く収集し、診療報酬の体系的見直しを進めるこ
と。

救急医療機関と後方病床との一層の連携推進など、小児救急や精神科救急を含む救急
医療の評価について影響を調査・検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改定に
反映させること。

病院勤務医等の負担の大きな医療従事者の勤務体制の改善等の取組に係るさらなる措
置（時間外対応加算を含む。）については、その効果を調査・検証するとともに、いわゆる
ドクターフィーの導入の是非も含め、引き続き、医師や看護師等の勤務の負担軽減に関す
る検討を行うこと。

答申書附帯意見

中 医 協 総－６（改）

２ ４． ３．２ ８

診 調 組 入ー参考資料

２ ５． ３．２ １

栄養障害を生じている患者への栄養状態改善に向け
た取組

・検証部会

5 ・検証部会

6 ・検証部会

7 ・検証部会

一般病棟における７対１入院基本料の算定要件の見
直しに係る経過措置

・入院医療等の調査・評価分科会

特殊疾患病棟や障害者施設等から療養病棟に転換
した場合に対する経過措置

・入院医療等の調査・評価分科会
9
以下の経過措置については、現場
の実態を踏まえた検討を行い、必
要な措置を講ずること。

効率的かつ質の高い訪問看護のさらなる推進について検討を行うこと。

8

在宅医療を担う医療機関の機能分化と連携等による在宅医療のさらなる充実や後方病床
機能の評価について検討を行うこと。

・入院医療等の調査・評価分科会

維持期のリハビリテーションについては、介護サービスにおけるリハビリテーションの充実
状況等を踏まえ、介護保険サービスとの重複が指摘される疾患別リハビリテーションに関
する方針について確認を行うこと。また、廃用症候群に対する脳血管疾患等リハビリテー
ションの実施状況について調査・検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改定に反
映させること。

病院機能に合わせた効率的な入院医療を図るため、一般病棟入院基本料、亜急性期入
院医療管理料等の見直しについての影響を調査・検証するとともに、その結果を今後の
診療報酬改定に反映させること。
特に、一般病棟入院基本料（13対１、15対１）算定病棟における特定除外制度の見直しに
ついても、平均在院日数の変化等の影響を調査・検証をすること。
さらに、一般病棟（７対１、１０対１を含む）、療養病棟、障害者病棟等における長期入院の
詳細かつ横断的な実態の調査も含め、慢性期入院医療の適切な評価の見直しについて
引き続き検討を行うこと。

1



対応部会・分科会答申書附帯意見

10 ・ＤＰＣ評価分科会

11 ・入院医療等の調査・評価分科会

12 ・入院医療等の調査・評価分科会

13
・基本問題小委員会
・入院医療等の調査・評価分科会

14
・基本問題小委員会
・検証部会

15
・社会保障審議会（医療保険部会）
・薬価専門部会

・医療技術評価分科会

診療報酬における包括化やＩＴ化の進展等の状況変化を踏まえて、診療報酬の請求方法
や、指導・監査等適切な事後チェックに資するための検討を引き続き行うこと。

医療提供体制が十分ではなく医療機関の機能分化を進めることが困難な地域に配慮した
評価の見直しについて影響を調査・検証するとともに、診療所を含む当該地域全体の医
療の状況の把握なども踏まえ、その結果を今後の診療報酬改定に反映させること。

平均在院日数の減少や長期入院の是正など、入院医療や外来診療の機能分化の推進
や適正化について引き続き検討を行うこと。

診療報酬項目の実施件数の評価等を踏まえた診療報酬体系のさらなる簡素・合理化（今
回改定の医療現場への影響を含む。）、明細書の無料発行のさらなる促進（400床未満の
病院や公費負担医療に係る明細書の無料発行を含む。）、医療安全対策や患者サポート
体制の評価の効果について検討を行うこと。

長期収載品の薬価のあり方について検討を行い、後発医薬品のさらなる普及に向けた措
置を引き続き講じること。

手術や処置、内科的な診断や検査を含めた医療技術について、医療上の有用性や効率
性などを踏まえ患者に提供される医療の質の観点から 物と技術の評価のあり方を含

DPC制度については、医療機関群の設定、機能評価係数Ⅱの見直し等の影響を踏まえな
がら、今後３回の改定を目途に継続する段階的な調整係数の置換えを引き続き計画的に
実施すること。その際、臨床研修制度を含めた他制度への影響についても十分に調査・
検証するとともに、見直し等が必要な場合には速やかに適切な措置を講じること。また、
DPC対象の病院と対象外の病院のデータの比較・評価を行うこと。
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医療技術評価分科会
・費用対効果評価専門部会
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・費用対効果評価専門部会
・材料専門部会
・薬科専門部会
・先進医療専門家会議
・医療技術評価分科会

在宅医療の実施状況及び医療と介護の連携状況 ・検証部会

在宅における歯科医療と歯科診療で特別対応が必要
な者の状況

・検証部会

慢性期精神入院医療や地域の精神医療、若年認知
症を含む認知症に係る医療の状況

・検証部会

一般名処方の普及状況・加算の算定状況や後発医
薬品の処方・調剤の状況

・検証部会

診療報酬における消費税の取扱い
・社会保障審議会（医療保険部会）
・医療機関等における消費税負担に
関する分科会

医療機関における褥瘡の発生等の状況 ・入院医療等の調査・評価分科会

18

上記に掲げるもののほか、今回改
定の実施後においては、特に以下
の項目について調査・検証を行うこ
ととすること。

革新的な新規医療材料やその材料を用いる新規技術、革新的な医薬品等の保険適用の
評価に際し、算定ルールや審議のあり方も含め、費用対効果の観点を可能な範囲で導入
することについて検討を行うこと。

性などを踏まえ患者に提供される医療の質の観点から、物と技術の評価のあり方を含
め、診療報酬上の相対的な評価も可能となるような方策について検討を行うこと。
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